Housing costs by social assistance by 嶋田 佳広
<論 説>
住宅扶助と住居費─ 2015 年基準改定を経て

































































































































＊4 平成 28 年度予算額でみれば、総額約 3兆 8千億円のうち、地方負担分を除くと、
本文に掲げた三つの扶助で 96.4％を占める。医療扶助以外の⚗つの扶助の合計の
うち、生活扶助と住宅扶助の占める割合は 93.2％となる（生活保護のてびき・平成








は現行生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）ではじめて取り入れられた
ものであり、救護法（昭和⚔年法律第 39 号）および旧生活保護法（昭和







































助基準（一般基準)＊7 は、⽛生活保護法による保護の基準（昭和 38 年⚔月
⚑日厚生省告示第 158 号）⽜で⽛2,000 円以内⽜と定められた以降でみる
と、⽛2,800 円以内⽜（第 25 次改定、昭和 44 年⚔月⚑日～）、⽛4,500 円以
内⽜（第 29 次改定、昭和 48 年⚔月⚑日～）、⽛5,500 円以内⽜（第 30 次改
定、昭和 49 年⚔月⚑日～）、⽛9,000 円以内⽜（第 35 次改定、昭和 54 年⚔

























和 22 年法律第 67 号）第 252 条の 19 第⚑項の指定都市（以下⽛指定都市⽜
という。）若しくは同法第 252 条の 22 第⚑項の中核市（以下⽛中核市⽜
という。）ごとに、厚生労働大臣が別に定める額の範囲内の額とする。⽜




は 2015 年に大きな動きがあったので、ひとまず 2014 年までの制度を確
認しておくと、具体的には⽛生活保護法による保護の実施要領について
























































対象世帯 東京都 大分県 神奈川県 富山県
一般
基準
一般基準 － 13,000 円 13,000 円 8,000 円 8,000 円
一般基準限度額 単身世帯 53,700 円 27,500 円 43,000 円 21,300 円
特別
基準
限度額 1.3 倍基準 2～6人世帯 69,800 円 35,700 円 56,000 円 27,700 円













25 年度の住宅扶助基準額を知ることはできる。⽛第 15 回社会保障審議会生活保護
基準部会資料 資料 4 住宅扶助について⽜
http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12601000-Seisakutoukatsukan-
Sanjikanshitsu_Shakaihoshoutantou/0000030047.pdf
＊13 ただし局長通知で触れられている 1.3 倍や 1.2 倍が文字通り機械的に適用され
ているわけではないようである。例えば姫路市（1 級地）は限度額が 40,000 円だ
が 1.3 倍基準は 51,000 円に設定されており（1.275 倍）、単純計算より都合 1,000
円間引かれている。逆に福島県（2 級地）は限度額 31,000 円を単純に 1.3 倍した
額よりもさらに 700 円高い 41,000 円が設定されている。あるいは出発点は同じで
も、1.3 倍基準における端数が異なる例も散見される（限度額 32,000 円に対して、






























かもしれないが、一人あたり家賃のこと）、1 人 53,700 円、2 人 34,900 円、3 人






































































＊19 ⽛社会福祉法第 2条第 3項に規定する生計困難者のために無料又は低額な料金で
宿泊所を利用させる事業を行う施設の設備及び運営について⽜平成 15 年 7 月 31
日社援発第 731008 号、⽛生活保護法による住宅扶助の認定について⽜平成 15 年 7

























































＊21 ⽛生活保護法による保護の実施要領について⽜昭和 36 年 4 月 1 日厚生省発社第


































の関係でも重要である（⽛生活保護法第 37 条の 2に規定する保護の方法の特例（住









































































































































































































































































































































































































































































































てみると（2014 年度までの制度についてである）、限度額 1.3 倍基準や















































































































⚖ 平成 27 年度における住宅扶助限度額の設定
6-1 生活保護基準部会での議論
生活扶助基準の見直し（切り下げ）に途をつけたのち、社会保障審議
会（生活保護基準部会）では第 14 回（2013 年 10 月⚔日開催）から議論
が再開し、とりわけ第 16 回（2014 年⚓月⚔日開催）以降、テーマが主と
して住宅扶助（その他は生業扶助、一時扶助、冬季加算など）に当てら






＊33 課長問答・問（第 7の 30）、問（第 7の 78）など。
や検証手法が議論され、部内で作業班の設置が了解された。その作業班
による分析を待つかたちで、再開は第 19 回（2014 年 10 月 21 日開催）と
なり、その後月⚑回のペースで議論が重ねられ、第 21 回（2014 年 12 月





























































る。（東京 6万 9800 円、札幌市 4万 6000 円（1・2級地、2～6人世帯））
○このため、一般低所得世帯の家賃の動向と離れて上限にはりついている可能性。
（民営住宅の場合、約 4割が上限の 95～105％の家賃）⽜
＊38 会計検査院⽛会計検査院法第 30 条の 2の規定に基づく報告書⽛生活保護の実施




























図表 3-13 のとおり、112 棟は被保護世帯に係る家賃額が一般住居に係る家賃額よ
りも高額となっている状況となっていた。〔図表略〕
上記の 112 棟における家賃額の差額別の状況等をみたところ、図表 3-14 のとお



















＊39 ⽛住宅扶助、引き下げ視野 生活保護の見直し議論 厚労省⽜（朝日新聞 2014 年
10 月 22 日）；⽛住宅扶助を引き下げへ 生活保護、厚労省が方針⽜（朝日新聞 2014































＊40 平成 23 年 3 月 15 日閣議決定。














































































































































































単身 2人 3人 4人 5人 6人 7 人以上
現行の上限額(単身世帯の家賃水準：1） 1.0 1.3 1.56





延床面積 15 m2～11 m2 10 m2～7 m2 6 m2 以下








単身 2人 3～5人 6 人
7 人
以上
単身 2人 3～5人 6 人
7 人
以上
東京都 1級地 5.4 7.0 8.4 5.4 6.4 7.0 7.5 8.4 0.0 △ 0.6 0.0 0.5 0.0
大阪府 1級地 4.2 5.5 6.6 3.9 4.7 5.1 5.5 6.1 △0.3 △0.8 △0.4 0.0 △0.5
埼玉県 2級地 4.8 6.2 7.4 4.3 5.2 5.6 6.0 6.7 △0.5 △1.0 △0.6 △0.2 △0.7
熊本県 2級地 3.0 3.9 4.7 3.5 4.2 4.6 4.9 5.5 0.5 0.3 0.7 1.0 0.8
宮城県 3級地 2.8 3.7 4.5 3.5 4.2 4.6 4.9 5.5 0.7 0.5 0.9 1.2 1.0
香川県 3級地 3.3 4.3 5.2 3.2 3.8 4.2 4.5 5.0 △0.1 △0.5 △0.1 0.2 △0.2
名古屋市 3.6 4.7 5.6 3.7 4.4 4.8 5.2 5.8 0.1 △0.3 0.1 0.5 0.2
神 戸 市 4.3 5.5 6.6 4.0 4.8 5.2 5.6 6.2 △0.3 △0.7 △0.3 0.1 △0.4
富 山 市 3.0 3.9 4.7 3.3 4.0 4.3 4.6 5.1 0.3 0.1 0.4 0.7 0.4









































＊43 会議資料では見直しの影響として、27 年度マイナス 30 億円程度、28 年度マイナ
























































1 人 2 人 3 人 4 人 5 人 6 人 7 人以上








































知）⽜平成 27 年 4 月 14 日社援保発 0414 第 1 号。
＊49 ⽛⽛生活保護法による住宅扶助の認定について⽜（通知）⽜平成 27 年 4 月 14 日社援
保発 0414 第 2 号；さらに関連する通知として⽛⽛社会福祉法第 2条第 3項に規定す
る生計困難者のために無料又は低額な料金で宿泊者を利用させる事業を行う施設
の設備及び運営について⽜の一部改正について（通知）⽜平成 27 年 4 月 14 日社援
発 0414 第 7 号。
＊50 ⽛生活保護法による保護の基準に基づき厚生労働大臣が別に定める住宅扶助（家




















東京都 1級地 53,700 円 64,000 円 69,800 円 75,000 円 83,800 円
東京都 2級地 45,000 円 54,000 円 59,000 円 63,000 円 70,000 円










東京都 1級地 48,000 円 43,000 円 38,000 円
東京都 2級地 41,000 円 36,000 円 32,000 円












































東京都 1級地 69,800 円 75,000 円 81,000 円 86,000 円 91,000 円 91,000 円 97,000 円
東京都 2級地 59,000 円 63,000 円 68,000 円 72,000 円 77,000 円 77,000 円 81,000 円




















































＊51 ⽛住宅扶助の認定にかかる留意事項について（通知）⽜平成 27 年 5 月 13 日社援保























































⚕ ⽛生活保護法による保護の実施要領の取扱いについて⽜（昭和 38 年













































考えております。⽜参議院厚生労働委員会（平成 27 年 4 月 7 日）
























一般基準 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
一般基準限度額 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
特別基準
1.3 倍特別基準 ×(例外あり) ○ ○ ○ ○ ○ ○
1.56 倍特別基準 × × × × × × ○
＊表の見方：例えば 1.3 倍特別基準が 7人世帯以上に適用される（表中の⽛○⽜）のはおかしい
のではないか、7人以上であれば 1.56 倍特別基準ではないか、という指摘が予想されるが、









＊54 平成 27 年 10 月 19 日埼玉県知事裁決、公的扶助研究 240 号（2016 年 1 月）38 頁
参照。























1人 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
2人 × ○ ○ ○ ○ ○ ○
3人～5人 × × ○ ○ ○ ○ ○
6人 × × × × × ○ ○
7人 × × × × × × ○
床面積別
限度額
11 m2～15 m2 ○ × × × × × ×
7 m2～10 m2 ○ × × × × × ×
6 m2 以下 ○ × × × × × ×
特
別基準
1.3 倍特別基準 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
1.4 倍特別基準 × ○ ○ ○ ○ ○ ○
1.5 倍特別基準 × × ○ ○ ○ ○ ○
1.6 倍特別基準 × × × ○ ○ ○ ○
1.7 倍特別基準 × × × × ○ ○ ○
































1.3 倍特別基準 ×(例外あり) 69,800 円
1.56 倍特別基準 × × × × × × 83,800 円





















2 人 × 64,000 円
3 人～5人 × × 69,800 円
6 人 × × × × × 75,000 円
7 人 × × × × × × 83,800 円
床面積別
限度額
11 m2～15 m2 48,000 円 × × × × × ×
7 m2～10 m2 43,000 円 × × × × × ×
6 m2 以下 38,000 円 × × × × × ×
特
別基準
1.3 倍特別基準 69,800 円
1.4 倍特別基準 × 75,000 円
1.5 倍特別基準 × × 81,000 円
1.6 倍特別基準 × × × 86,000 円
1.7 倍特別基準 × × × × 91,000 円























き下げ⚔府県（うち最大が神奈川県で 5,000 円ダウン（46,000 円→
41,000 円））、次に⚒級地が設定されている 37 都道府県では、引き上げ
⚗道県（うち最大が福島県で 5,000 円アップ（31,000 円→36,000 円））、
据え置き 17 県、引き下げが 13 都府県（うち最大が東京都で 8,700 円ダ
ウン（53,700 円→45,000 円））、最後に⚓級地が設定されている全 47 都
道府県では、引き上げ 22 道県（うち最大が宮城県・秋田県・山形県で
7,000 円アップ（いずれも 28,000 円→35,000 円））、据え置き 17 都県、
引き下げが⚘府県（うち最大が埼玉県で 4,500 円ダウン（41,500 円→
37,000 円））となる。なお 19 政令指定都市（⚑級地・⚒級地）では、引
き上げ⚑市（名古屋市 1,200 円アップ（35,800 円→37,000 円））、据え置
き⚘市、引き下げが 10 市（うち最大が相模原市で 5,000 円ダウン（46,000
円→41,000 円））である。中核市のうち⚑級地・⚒級地で比較可能な 40
市では、引き上げ⚔市（うち最大が長崎市で 6,000 円アップ（30,000 円
→36,000 円））、据え置き 18 市、引き下げ 18 市（うち最大が川越市で







69,800 円から新基準 63,000 円へ、6,800 円のダウンである。
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以上のように金額の点ではアップダウンはまだら模様である。地方部
で基準が上昇したように映るが、しかし都市部とは持ち家率に差があり、
地方では住宅扶助が最低生活費に計上されていないケースも少なくな
い。被保護世帯の組成が多人数世帯から少人数・単身世帯へと大きく変
化しているなかで、⚑級地や⚒級地の⚑人～⚓人世帯（相対的に多数だ
と思われる）にしてみれば、今次の改正は必ずしも歓迎されたものにな
るとは限らない。
そして最大の問題は、なぜその金額なのかの具体的説明や計算式、算
出の根拠資料は相変わらず明らかにされていないままという点である。
第三に、経過措置との関係で、旧基準が暫定的に適用される⚔月発出
通知のいう場合（通院・通所、就労・就学、高齢・身体障害）以外の、
⽛当該地域の住宅事情の状況により引き続き当該住居等に居住すること
がやむを得ないと認められる場合⽜が、実際にどういう場面で認められ
るのか、⚕月の留意事項通知もこの点には特に触れておらず、その後深
められている形跡も見当たらない。こうした条項の解釈運用が現場でど
のように根付いていくのかが今後の課題となる。
というのも、新基準における特別基準の設定は、引き続き⽛世帯員の
状況、当該地域の住宅事情によりやむを得ないと認められるものについ
ては⽜という条件がいちおう付されており、しかし旧基準においては事
実上機械的に認定していたと思われるところ（刻みを細かくしたのも機
械的処理をより反映させる趣旨である可能性もあるが）、もし福祉事務
所において⽛当該地域の住宅事情⽜が蓄積され（留意事項通知も⽛日頃
から公営住宅担当部局や不動産関係団体と連携を図り、地域の公営住宅
やUR賃貸住宅、民間の不動産賃貸住宅の空き状況等について把握して
お⽜くことを求めている）、家賃水準や転居先の有無などについて有意な
情報提供が可能になる（これはこれでよいことである）と、別の面から
は、被保護世帯への指導指示が強化されることにもつながり得る。これ
は保護受給世帯の転居をどう考えるかという論点でもあり、新基準が福
祉事務所における住居ノウハウの向上にもし道を開くものであるなら、
住宅扶助と住居費─⚒⚐⚑⚕年基準改定を経て（嶋田
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今次改正の意味は決して少なくないことになる。
第四に、しかし、全体としてはいずれの基準においてもその上限的性
格は継続している（すべて⽛円以内⽜の金額）。その限りで、上限超過部
分の切り捨て、生活扶助等への食い込みという我が国の住宅扶助の本質
的課題は今後も残ることとなった。生活扶助基準自体も切り下げが進め
られており、よって問題は深刻化しているともいえる。
最後に、新基準の適用開始から⚑年を過ぎているが、財政上の影響は
いまだ明らかでない。ミクロ・マクロの検証を早急におこなう必要があ
る。
⚗ 結語
生活保護で保障されるのは健康で文化的な最低限度の生活である。こ
れは、それまで最低限度を超える生活をしていた人からみれば生活水準
を落とさざるを得なくなることであるが、現実に最低を割り込んだ生活
をしていた人にすれば、せめて最低限の保障までは生活レベルが引き上
げられることを意味する。あるいは下方スパイラルに陥った人々にとっ
ての最後のストッパーであるともいえる。単に路上でないというだけ
で、むしろかえって見えにくくなっている、一連の不安定居住の増加を
考えると、まともな市民生活を確保しなおすためには、単給も含めた住
宅扶助の効果的な活用が今後よりいっそう課題と目されなければならな
いだろう。当座の住居費を（場合によっては滞納分も含めて）まず何と
かするという意味でも住宅扶助には発展可能性がある。
それだけでなく、様々なリスクのゆえに、多様な層が、いつなんどき
生活保護を必要とするかもしれない状況が広がっており、住居も含めた
需要状況の複雑化、高度化にどこまで対応できるのかが問われている。
高額家賃ゆえに転居を強く求めれば、結果として家賃水準の低い（同時
に生活水準の低い）地区に生活保護受給者が集住する結果を生みかねな
い。生活保護は同時に自立を助長する制度たる以上、複数のスパンで援
助が計画されるべきであり、そうしたこととの関係でも、現住住居のと
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りあえずの保障には、今以上に価値が認められてもよいように思われる。
住居は物理的空間的に社会とつながる基盤であり、生活保護を受けたが
ためにその放棄を一律に強制するのは好ましくない。市場メカニズムで
家賃が決められるという現状、それに対する住宅扶助という基本的関係
のもう一つ先に何があるか、住まいと最低生活保障給付の関係をそもそ
もどう考えるのか、さらなる議論が求められる。
〔本稿は 2006 年度札幌学院大学奨励金課題番号：SGU-S06-205007-22
（自立支援プログラムの具体化と生活保護法における⽛自立の助長⽜の現
代的展開）による成果の一部である〕
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